
別紙１

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)
   当法人では、社会福祉事業のみを実施しているため作成していない。
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)
(4)各拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア　本部拠点（社会福祉事業）
 「本部」
  イ　陽だまりこども園拠点（社会福祉事業）
 「陽だまりこども園」
  ウ　かるがもハウス猪高台拠点（社会福祉事業）
 「かるがもハウス猪高台」
  エ　ひだまりkids八前保育園拠点（社会福祉事業）
 「ひだまりkids八前保育園」
  オ　かるがもハウス浅草橋拠点（社会福祉事業）
 「かるがもハウス浅草橋」
  カ　かるがもハウス神丘拠点（社会福祉事業）
 「かるがもハウス神丘」
  キ　ひだまりkids茶屋ヶ坂こども園拠点（社会福祉事業）
 「ひだまりkids茶屋ヶ坂こども園」
  ク　いのこし保育室拠点（社会福祉事業）
 「いのこし保育室」
  ケ　ひだまりkids葵保育園拠点（社会福祉事業）
 「ひだまりkids葵保育園」
  コ　ふじがおか保育園拠点（社会福祉事業）
 「ふじがおか保育園」
  サ　ひだまりkids千代田橋保育園拠点（社会福祉事業）
 「ひだまりkids千代田橋保育園」
  シ　ひだまりきっずPlus拠点（社会福祉事業）
 「ひだまりきっずPlus」

計算書類に対する注記（法人全体用）



４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
     建物（基本財産）　  　　　　　　　　　 706,541,827円
     　　　　計　 　 　　　　　　　　　　　 706,541,827円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
 設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 391,476,000円

     　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　○○○円391,476,000円

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

　(単位 円)

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 借入金については、当社会福祉法人の経営支援のため、無利息としている。
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１０．重要な偶発債務

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

１３．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

該当なし

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)本部拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   本部拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車輌運搬具

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

200,000 183,333 16,667

2,484,612 1,986,714 497,898

2,284,612 1,803,381 481,231



１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)陽だまりこども園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   陽だまりこども園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
     建物（基本財産）　  　　　　　　　　　 706,541,827円
     　　　　計　 　 　　　　　　　　　　　 706,541,827円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
 設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 391,476,000円

     　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　○○○円391,476,000円

計算書類に対する注記（陽だまりこども園拠点区分用）

748,833,627 0 26,703,355 722,130,272

748,833,627 0 26,703,355 722,130,272



７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

925,180,732 137,771,661 787,409,071

43,111,011 21,945,222 21,165,789

16,004,570 44,113,006

4,615,580 4,615,576 4

817,336,565 95,206,293 722,130,272

60,117,576



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)かるがもハウス猪高台拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   かるがもハウス猪高台拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

計算書類に対する注記（かるがもハウス猪高台拠点区分用）

29,909,495 24,860,329 5,049,166

2,324,205 1,601,210 722,995

35,029,943 28,656,317 6,373,626

2,796,243 2,194,778 601,465



９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ひだまりkids八前保育園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ひだまりkids八前保育園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

66,649,500 47,324,221 19,325,279

計算書類に対する注記（ひだまりkids八前保育園拠点区分用）

51,419,671 38,534,806 12,884,865

8,181,729 3,605,699 4,576,030

960,000 959,999 1

6,088,100 4,223,717 1,864,383



９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)かるがもハウス浅草橋拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   かるがもハウス浅草橋拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

計算書類に対する注記（かるがもハウス浅草橋拠点区分用）

34,884,000 12,327,273 22,556,727

36,200,160 13,643,426 22,556,734

1,316,160 1,316,153 7



１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)かるがもハウス神丘拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   かるがもハウス神丘拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

計算書類に対する注記（かるがもハウス神丘拠点区分用）

32,648,241 12,053,168 20,595,073

3,755,659 1,494,168 2,261,491

40,764,868 16,248,286 24,516,582

4,360,968 2,700,950 1,660,018



９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ひだまりkids茶屋ヶ坂こども園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ひだまりkids茶屋ヶ坂こども園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

計算書類に対する注記（ひだまりkids茶屋ヶ坂こども園拠点区分用）

65,553,601 38,168,426 27,385,175

14,146,019 8,310,341 5,835,678

97,834,730 58,756,401 39,078,329

18,135,110 12,277,634 5,857,476



９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)いのこし保育室拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   いのこし保育室拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

器具及び備品

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

計算書類に対する注記（いのこし保育室拠点区分用）

1,088,500 151,935 936,565

2,932,700 797,954 2,134,746

1,844,200 646,019 1,198,181



９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ひだまりkids葵保育園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ひだまりkids葵保育園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

器具及び備品

合計

計算書類に対する注記（ひだまりkids葵保育園拠点区分用）

163,342,559 0 10,381,660 152,960,899

163,342,559 0 10,381,660 152,960,899

194,355,039 41,394,140 152,960,899

44,850,122 7,868,380 36,981,742

247,225,239 54,738,839 192,486,400

8,020,078 5,476,319 2,543,759



８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ふじがおか保育園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ふじがおか保育園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

器具及び備品

合計

計算書類に対する注記（ふじがおか保育園拠点区分用）

15,866,616 0 2,066,018 13,800,598

15,866,616 0 2,066,018 13,800,598

21,862,100 8,061,502 13,800,598

1,848,000 464,310 1,383,690

6,573,800 2,551,775 4,022,025

30,283,900 11,077,587 19,206,313



８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2)引当金の計上基準
・退職給付引当金－職員の退職給付に備えるため、一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会に対する
                  退職共済制度掛金と同額を計上している。
・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
                  る。

２．採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人愛知県民間
社会福祉事業職員共済会の退職制度によっている。

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ひだまりkids千代田橋保育園拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ひだまりkids千代田橋保育園拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物

合計

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産）

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

合計

205,199 1

3,983,447 334,387 3,649,060

37,713,047 3,284,619 34,428,428

32,468,400 2,727,345 29,741,055

1,056,000 17,688 1,038,312

205,200

計算書類に対する注記（ひだまりkids千代田橋保育園拠点区分用）

0 32,468,400 2,727,345 29,741,055

0 32,468,400 2,727,345 29,741,055



８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・リース資産を除く固定資産－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

２．採用する退職給付制度

該当なし

３．拠点が作成する計算書類とサービス区分

   当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
(1)ひだまりきっずPlus拠点計算書類(会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、 第三号第四様式)
(2)拠点区分資金収支明細書（別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（別紙３(⑪)）
   ひだまりきっずPlus拠点区分において、1拠点1サービス区分のため、作成を省略している。

４．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

５．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

６．担保に供している資産

該当なし

７．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物

構築物

合計

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし

63,844,000 0 63,844,000

計算書類に対する注記（ひだまりきっずPlus拠点区分用）

54,856,117 0 54,856,117

8,987,883 0 8,987,883



１０．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし


